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旭市長  米 本  弥 一 郎   



令 和 ７ 年 度

旭市水道事業会計予算書



  （総　則）

  （業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) ２１，８０４件

(2) ６，４１７，５９０㎥

(3) １７，５８２㎥

(4)

８５，８００千円

３５３，４８５千円

  （収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 １，６６８，２２３千円

第１項 １，４５３，８８５千円

第２項 ２１４，３３８千円

第１款 １，４９１，４７６千円

第１項 １，４５１，６２８千円

第２項 ８，８０５千円

第３項 １，０４３千円

第４項 ３０，０００千円

令和７年度旭市水道事業会計予算

第１条　令和７年度旭市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

給 水 件 数

年 間 給 水 量

１ 日 平 均 給 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

収　　　入

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

　旭配水場ポンプ施設更新工事

　配水管布設替工事

支　　　出

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

営 業 外 収 益
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  （資本的収入及び支出）

第１款 ２９５，９９０千円

第１項 １０７，７００千円

第２項 ５７，７００千円

第３項 ３７，３８６千円

第４項 ６９，０８０千円

第５項 ２４，１２４千円

第１款 資　本　的　支　出 ６７０，１７９千円

第１項 ６１８，３８１千円

第２項 ２８，３３４千円

第３項 ３，４６４千円

第４項 ２０，０００千円

  （継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

総額 年度

令 和 6 年 度

令 和 7 年 度

令 和 8 年 度

令 和 9 年 度

令 和 10 年 度

令 和 11 年 度

令 和 12 年 度

令 和 13 年 度

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

141,600

77,880

年割額

116,820

80,400

款

第４条 　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　（ 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ３７４，１８９千円は、

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ７，９７２千円、減債積立金

　２８，３３４千円、建設改良積立金 ３３７，８８３千円で補填するものとする。）

収　　　入

企 業 債

出 資 金

補 助 金

支　　　出

（単位：千円）
項 事業名

そ の 他 資 本 的 支 出

予 備 費

負 担 金

給 水 申 込 納 付 金

資　本　的　収　入

１資本的支出 808,700旭・飯岡地域基幹管路耐震化事業１建設改良費
120,600

70,800

106,200

94,400
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  （企業債）

限度額
千円

　

107,700

  （一時借入金）

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

　(1) 第１項営業費用、第２項営業外費用、第３項特別損失との相互

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

(1)  ９３，１７０千円　 　　

(2)  　　　　３３千円　 　　交 際 費

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

　定める。

起債の目的 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

建設改良
事　　業

普通貸借
又　　は
証券発行

5.0％以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

借入先の融通条件によ
る。ただし、企業財政
その他の都合により繰
上償還又は低利に借換
えすることができる。

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

　流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

　経なければならない。

職 員 給 与 費

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

　と定める。

第７条　一時借入金の限度額は、８０，０００千円と定める。
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  （他会計からの補助金）

  （たな卸資産購入限度額）

令和 ７ 年 ２ 月 ２６日　提出

 　 旭　市　長　　 米　本　 弥　一　郎　　

第１０条　高料金対策のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、８０，０００

　千円である。

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、３，８６５千円と定める。
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旭 市

令 和 ７ 年 度

水道事業会計予算に関する説明書



収　　入 （単位：千円）

1 水道事業収益 1,668,223

1 営 業 収 益 1,453,885

1 給 水 収 益 1,445,444 水道料金

2 その他営業収益 8,441 消火栓維持管理負担金、手数料

2 営業外収益 214,338

1 他 会 計 補 助 金 80,000 一般会計補助金

2 補 助 金 70,075 千葉県市町村水道総合対策事業補助金

3 他 会 計 負 担 金 970 一般会計負担金

4 長 期 前 受 金 戻 入 51,567 減価償却に伴う長期前受金の戻入

5
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金 11,026 消費税及び地方消費税還付予定額

6 雑 収 益 700 その他雑収益

支　　出 （単位：千円）

1 水道事業費用 1,491,476

1 営 業 費 用 1,451,628

1 原水及び浄水費 897,719 受水に要する費用

2 配水及び給水費 256,313 配水、給水設備等の維持管理に要する費用

3 総 係 費 104,052 事業活動の全般に関連する費用

4 減 価 償 却 費 186,857 固定資産減価償却費

5 資 産 減 耗 費 6,687 固定資産除却費

2 営業外費用 8,805

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 8,804 企業債利息

2 雑 支 出 1 その他雑支出

3 特 別 損 失 1,043

1 過年度損益修正損 1,043 不納欠損等

4 予 備 費 30,000

1 予 備 費 30,000

令 和 ７ 年 度　　旭 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予　定　額 備 考

款 項 目 予　定　額 備 考
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収　　入 （単位：千円）

1 資本的収入 295,990

1 企 業 債 107,700

1 企 業 債 107,700 水道事業債

2 出 資 金 57,700

1 出 資 金 57,700 一般会計出資金

3 補 助 金 37,386

1 補 助 金 37,386 生活基盤施設耐震化等交付金

4 負 担 金 69,080

1 負 担 金 69,080
消火栓設置負担金
配水管切廻し工事負担金

5
給 水 申 込
納 付 金 24,124

1
給 水 申 込
納 付 金 24,124

支　　出 （単位：千円）

1 資本的支出 670,179

1 建設改良費 618,381

1 拡 張 工 事 費 20,439
蛇園地区配水管布設工事等
旭市水道事業配水管布設費用補助金

2 改 良 工 事 費 591,514 旭配水場ポンプ施設更新工事等

3 固定資産取得費 6,428 旭配水場吸水井水位計更新工事

2 企業債償還金 28,334

1 企業債償還金 28,334 企業債償還元金

3
そ の 他
資本的支出 3,464

1
そ の 他
資 本 的 支 出 3,464 国庫補助金消費税相当額返還等

4 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予　定　額 備 考

款 項 目 予　定　額 備 考
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当年度純利益 168,424

減価償却費 186,857

資産減耗費 6,687

貸倒引当金の増減額 354

賞与引当金の増減額 673

長期前受金戻入額 △ 51,567

支払利息 8,804

未収金の増減額 1,174

未払金の増減額 △ 203

棚卸資産の増減額 △ 1,409

　小　計 319,794

利息の支払額 △ 8,804

業務活動によるキャッシュフロー 310,990

有形固定資産の取得による支出 △ 563,107

国庫補助金による収入 33,922

工事負担金による収入 69,080

給水申込納付金 21,930

投資活動によるキャッシュフロー △ 438,175

建設改良費等の財源に充てる 107,700

ための企業債の収入

建設改良費等の財源に充てる △ 28,334

ための企業債の償還による支出

出資金による収入 57,700

財務活動によるキャッシュフロー 137,066

　資金の増加額 9,881

　資金の期首残高 4,030,254

　資金の期末残高 4,040,135

３　財務活動によるキャッシュフロー

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

令和７年度旭市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書(間接法）

(単位：千円　税抜）

１　業務活動によるキャッシュフロー

２　投資活動によるキャッシュフロー

8



１　総　括 （単位：千円）

（単位：千円）

給 与 費 明 細 書　　

区　　分

職員数（人） 給　　　　与　　　　費

法定福利費 合　　計

特別職 一般職 報　酬 給　　料 職員手当等 計

本
年
度

損益勘定
支弁職員

11 11 198 44,200 30,100 74,498 18,672

合　　計 11 11 198 44,200 30,100 74,498 18,672

93,170

資本勘定
支弁職員

85,187

93,170

27,300 68,009 17,178 85,187

資本勘定
支弁職員

損益勘定
支弁職員

11 11 198 40,511

前
年
度

合　　計 11 11 198 40,511 27,300 68,009 17,178

損益勘定
支弁職員

3,689 2,800 6,489

本年度
職員手当
等の内訳

区　分

3,689 2,800 6,489 1,494 7,983

扶養 住居 住居 通勤
特殊
勤務

時間外
勤務

宿日直

比
　
較

合　　計

1,494 7,983

資本勘定
支弁職員

10比　較

前年度

前年度

本年度
職員手当
等の内訳

区　分

比　較

8,500 970

休日
勤務

管理職 期末

2,150

2,120

30

910 1,360 780

910

3,500

1,360 770 3,500

150 880 10,900

勤勉 児童
夜間
勤務

7,710 900

990 790 70

150 880 9,910

管理職
特勤
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２　給料及び職員手当等の状況

（１）　職員1人当たり給与

（２）　初　任　給

（３）　級別職員数

1 級 3

2 級

3 級 2

4 級 4

5 級 1

6 級

7 級 1

1 級 3

2 級 2

3 級

4 級 4

5 級 1

6 級

7 級 1

令和６年１月１日現在

平均給料月額（円） 298,255

平均給与月額（円） 339,091

平 均 年 齢 （ 歳 ） 38.9

区　　　　　　　　　　　　　分 企　　業　　職

令和７年１月１日現在

平均給料月額（円） 318,645

平均給与月額（円） 356,638

平 均 年 齢 （ 歳 ） 40.2

大　　　学　　　卒 225,600 225,600

区　　　　　分
職　員　数　(人) 構　成　比（％）

区　　　　分 企 業 職 （ 円 ）
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職 （ 円 ）

高　　　校　　　卒 194,500 194,500

企 業 職
級

100.00

令和６年１月１日現在

27.27

18.18

36.37

9.09

9.09
計

令和７年１月１日現在

27.27

18.18

36.37

9.09

9.09
計 11

11 100.00
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（級別の基準となる職務）

（４）　期末手当・勤勉手当

（５）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（６）　その他の手当

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

本 年 度 2.300 2.300 4.60 有

副課長 課長

区　　　分

支給期別支給率
支給率計
（月分）

職制上の段階、職務

備考

６月（月分） １２月（月分） の級等による加算措置

企　　業　　職
主事
技師

主事
技師

副主査
主任技師 主査 副主幹

一 般 会 計 の 制 度 2.300 2.300 4.60 有

前 年 度 2.250 2.250 4.50 有

月分
47.709

月分
47.709

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

区　　　分
２０年

勤続の者
２５年

勤続の者
３５年

勤続の者
最高限度 その他の加算措置等 備考

支　給　率　等
月分

24.586875
月分

33.27075

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区　　　分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

一 般 会 計 の 制 度
（  支 給 率 等  ）

月分
24.586875

月分
33.27075

月分
47.709

月分
47.709

早期退職募集特例措置
（３％～４５％加算）
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国　庫
補助金

企業債 その他

6 77,880 2,698 － 75,182 － 10,793 － 10,793 － 1.3%
逓次繰越

67,087

7 116,820 32,882 － 83,938 － － 183,907 183,907 － 22.7%

8 80,400 20,100 － 60,300 － － － － 80,400 －

9 120,600 30,150 － 90,450 － － － － 120,600 －

10 70,800 17,700 － 53,100 － － － － 70,800 －

11 106,200 26,550 － 79,650 － － － － 106,200 －

12 94,400 23,600 － 70,800 － － － － 94,400 －

13 141,600 35,400 － 106,200 － － － － 141,600 －

計 808,700 189,080 － 619,620 － 10,793 183,907 194,700 614,000 24.0%

継続費に関する調書

(単位：千円）

備考

年割額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗
率

当該年度
支払義務
発生予定
額

当該年度
末までの
支払義務
発生予定
額

前々年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生（見
込）額

全体計画

同左財源内訳
款 項

年度

事業名

1
資
本
的
支
出

１
建
設
改
良
費

旭
・
飯
岡
地
域
基
幹
管
路
耐
震
化
事
業

12



千円 千円 千円 千円

1

(1)

イ 93,497

ロ 156,689

△ 94,634 62,055

ハ 13,562,937

△ 9,177,671 4,385,266

ニ 996,182

△ 706,259 289,923

ホ 11,910

△ 10,852 1,058

へ 4,602

△ 3,693 909

ト 122,883

4,955,591

(2)

イ 157

157

4,955,748

2

(1) 4,040,135

(2) 318,954

△ 1,610 317,344

(3) 17,273

4,374,752

9,330,500

土 地

令 和 ７ 年 度　旭 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表　　

（ 令 和 ８ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

3

(1)

イ　
662,282

(2)

イ 52,574

714,856

4

(1)

イ　
28,846

(2) 340,017

(3)

イ 7,136

(4) 897

376,896

5

(1) 4,381,690

(2) △ 2,293,779

2,087,911

3,179,663

千円 千円 千円 千円

6 4,603,784

7

(1)

イ 123

ロ 10,227

10,350

(2)

イ 28,998

ロ 973,065

ハ 534,640

1,536,703

1,547,053

6,150,837

9,330,500

固 定 負 債 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

繰 延 収 益 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

建 設 改 良 積 立 金

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

保 険 差 益

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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千円 千円 千円

1

(1) 1,290,277

(2) 10,822 1,301,099

2

(1) 811,308

(2) 231,929

(3) 111,457

(4) 195,162

(5) 12,055 1,361,911

60,812

3

(1) 80,000

(2) 75,858

(3) 280

(4) 54,091

(5) 769 210,998

4

(1)

7,384

(2) 1 7,385 203,613

142,801

5

(1) 33 33

6

(1) 1,096 1,096 △ 1,063

141,738

0

203,514

345,252

経 常 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

雑 支 出

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

令 和 ６ 年 度　旭 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書　　

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

資 産 減 耗 費

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

補 助 金

営 業 損 失

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

減 価 償 却 費

他 会 計 負 担 金

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費
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千円 千円 千円 千円

1

(1)

イ 93,497

ロ 158,141

△ 92,452 65,689

ハ 13,123,756

△ 9,055,918 4,067,838

ニ 990,147

△ 688,428 301,719

ホ 11,910

△ 10,643 1,267

へ 4,602

△ 3,477 1,125

ト 54,893

4,586,028

(2)

イ 157

157

4,586,185

2

(1) 4,030,254

(2) 320,128

△ 1,256 318,872

(3) 15,864

4,364,990

8,951,175

機 械 及 び 装 置

流 動 資 産

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

令 和 ６ 年 度　旭 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表　　

（ 令 和 ７ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

3

(1)

イ　
583,429

(2)

イ 52,574

636,003

4

(1)

イ　
28,334

(2) 340,220

(3)

イ 6,463

(4) 897

375,914

5

(1) 4,256,758

(2) △ 2,242,213

2,014,545

3,026,462

千円 千円 千円 千円

6 4,342,570

7

(1)

イ 123

ロ 10,227

10,350

(2)

イ 28,485

ロ 1,198,056

ハ 345,252

1,571,793

1,582,143

5,924,713

8,951,175

固 定 負 債

負 債 の 部

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

保 険 差 益

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金
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１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)　資産の評価基準及び評価方法

イ　たな卸資産の評価基準及び評価方法　

　貯蔵品　先入先出法による原価法
　　　　

(2)　固定資産の減価償却の方法　

イ　有形固定資産　定額法（ただし、水道事業の取替資産については取替法による。）

ロ　無形固定資産　定額法

(3)　引当金の計上基準

イ　退職給付引当金

ロ　賞与引当金　

ハ　貸倒引当金

(4)　その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

イ　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２　リース契約により使用する固定資産に関する注記

(1)　リース取引の処理方法

注　　　記

　本市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は当該組合に掛金を拠出して

いるが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が負担金を拠出して以降の追加

的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計におい

ては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払

に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当

年度の負担に属する額を計上している。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理による。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上し

ている。

未経過リース料相当額

１年内　　　　１１，９１２千円

１年超　　　　１９，９８１千円

計　　　　　  ３１，８９３千円
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３　その他の注記

(1)　引当金の取り崩し

イ　賞与引当金

ロ　貸倒引当金

ハ　修繕引当金に関する経過措置
　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例に

より取り崩すこととする。

　所有権移転ファイナンス・リース取引で重要性の乏しいものについては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理による。

　当年度において、６月分期末手当、勤勉手当及び法定福利費を支給するため、賞与

引当金６，４６３千円を取り崩す。

　当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金９４２千円を取り崩

す。

　オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理による。
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